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第８期 権利擁護部会の活動計画 

 

１ 目的 

地域における様々な関係機関が、相談事例等に係る情報の共有・協議を通じて、各自

の役割に応じた事案解決のための取組や類似事案の発生防止の取組など、地域の実情

に応じた障がいによる差別の解消及び障がい者虐待の防止・早期発見ための取組を主

体的に行うネットワークとして、権利擁護部会を設置する。 

 

２ 部会の事務 

（１）障がい者差別解消に関する事務 

① 複数の機関等によって紛争の防止や解決を図る事案の共有 

② 関係機関等が対応した相談事例の共有 

③ 障がい者差別に関する相談体制の整備 

④ 障がい者差別の解消に資する取組の共有・分析 

⑤ 障がい特性の理解のための研修・啓発、取組の周知・発信 

（２）障がい者虐待に関する事務 

⑥ 障がい者虐待の防止・早期発見のための事例の共有 

（３）その他障がい者の権利に関する条約に関する事務 

⑦ 上記以外の障がい者の権利擁護に関する事例の共有と連携の強化 

 

３ 委員構成 

１ 学識経験者 ７ 子育て・教育関係者 

２ 法曹関係者 ８ 民生児童委員 

３ 保健・医療関係者 ９ 障がい当事者等 

４ 障がい福祉サービス事業者 10 社会福祉協議会 

５ 相談支援事業者 11 障がい者虐待防止センター 

６ 企業・雇用関係者 12 板橋区障がい関係所管課 

 

 

４ 第８期 協議事項 

（１）虐待防止に係る運営体制強化（受付時間の延長等）に向けた意見・提言 

（２）緊急時の受け入れ体制の整備・充実に向けた検討（地域生活支援拠点等） 

（３）事業所・区民等への意識啓発（成年後見制度・障がい者差別解消法セミナー等） 

 

 

 

令和３年８月３日（火） 資料１ 

令和３年度 第 1 回 権利擁護部会 
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５ スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※令和４年度においても、年３回程度 

   ※一回当たりの時間は２時間程度 

 

 

６ 障害者差別解消法とは 
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）では、不当な

差別的取り扱いを禁止し、合理的配慮の提供を義務付けています。 

（１）不当な差別的取り扱い 

障がいを理由として、正当な理由なく、サービスの提供を拒否したり、制限したり、
条件を付けたりするような行為。正当な理由とは、客観的に見て正当な目的の下に行

われ、目的に照らしてやむを得ないといえる場合であって、前例・慣例等は正当な理
由に当たりません。 
障害者差別解消法では、行政機関・民間事業者の双方に不当な差別的取り扱いを禁

止しています。 

（２）合理的配慮 
事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障がい者から社会的障壁の除 

去を必要としている旨の意思の表明があった場合に行われる必要かつ合理的な取組
であり、実施に伴う負担が過重でないもののこと。 
障害者差別解消法では、行政機関に合理的配慮の提供を義務付け、民間事業者は 

努力義務としていますが、東京都障害者差別解消条例においては民間企業についても
合理的配慮の提供を義務としています。 

 

※ 障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律の概要 

第 204 回通常国会において令和３年５月 28 日に改正法が成立し、６月４日に公布

され、公布の日から起算して３年を超えない範囲に政令で定める日が施行日となりま

した。（参考資料：参照） 

 

 

R3.4 R4.3 R4.4 

権利擁護 
部会 

第１回 8/3 第２回 10 月 第３回 2 月 第１回 

協議会 第１回 6/21 第２回 9/27 第３回 1/31 第１回 

・協議事項確認、検討 
・情報収集、共有  等 

・協議事項まとめ 
・次年度課題設定 等 
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７ 障害者虐待防止法とは 
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止

法）では、「養護者」「使用者」「障害者福祉施設従事者等」による虐待を特に「障害者
虐待」と定めています（第２条第２項）。 

（１）虐待者の種別 

① 養護者 
障がい者の身辺の世話や身体介助、金銭の管理等を行っている障がい者の家族、 

親族、同居人等 

② 使用者 

障がい者を雇用する事業主又は事業の経営担当者その他その事業の労働者に関す
る事項について事業主のために行為をする者 

③ 障害者福祉施設従事者等 
障害者総合支援法等に規定する「障害者福祉施設」又は「障害福祉サービス事業等」

に係る業務に従事する者 

（２）虐待の種別 

① 身体的虐待 
障がい者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正 

当な理由なく障がい者の身体を拘束すること。 

② 性的虐待 
障がい者にわいせつな行為をすること又は障がい者を通してわいせつな行為をさ

せること。 

③ 心理的虐待 
障がい者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的な言動、その

他の障がい者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

④ 放棄・放置 

障がい者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、他の利用者による①か
ら③までに掲げる行為と同様の行為の放置、その他の障がい者を養護すべき職務上の
義務を著しく怠ること。 

⑤ 経済的虐待 
障がい者の財産を不当に処分することその他障がい者から不当に財産上の利益を

得ること。 
 

 

 


